



















































































ジ (Henry　George) の『進歩と貧困』(1879 年 )、宮崎民蔵の『土地均享・人類の大権』
































































































農地改革と言われるのが、1953 年 1 月 26 日に公布施行された「実施耕者有其田条例」
による自作農創設である。この結果、地主所有農地の 14万 4000 甲歩が 10万 6000 戸の
地主から 19万 5000 戸の小作農に有償で割譲された。全農地に占める自作地割合は 56％
から 83％に増大し、小作地のそれは 44％から 17％に減少した *10。尚、台湾の農地改革
は「三大原則と五箇政策」が貫徹した農民的土地所有創出の一大体系である *11。
（２）第二段階農地改革（方策）




















































squeeze から大転換して、農工均衡の促進、農業苦境の改善を目指して、1973 年 9月 3
日に立法化し公布した。具体的に「農業発展条例」を想定した「農業基本法草案」からま
さに苦節 10 年で成立する。日本の「農業基本法」は 1960 年成立であるから日本の農地
改革がほぼ完了した 1950 年から 10 年である（但し、日本は「農地法」が制定されるの
































具体的には① 1973 年制定（全文 38条）、② 1980 年修正（増加条文２条、修正 5条）、
③ 1983 年修正（全文 53 条）、④ 1996 年行政院 85 修正草案（全文 71 条）、⑤ 1998 年
行政院 87修正草案（全文 68条）、⑥行政院 88修正草案（全文 72条）、⑦ 2000 年修正（全
文 77条）の 7つの法律及びその修正、修正草案について比較し、どのように変化したか





くれば、前者は① 1973 年制定（全文 38条）、② 1980 年修正（増加条文２条、修正 5条）、
③ 1983 年修正（全文 53 条）で、後者は⑦ 2000 年修正（全文 77 条）である。残りの
④ 1996 年行政院 85修正草案（全文 71条）、⑤ 1998 年行政院 87修正草案（全文 68条）、
⑥行政院 88 修正草案（全文 72 条）はあくまでも、前者の「農地農有、農地農用」段階






















































たい）。尚、全面修正をしているが、「1996 年行政院 85修正草案（全文 71条）」、「1998


































の統計をみてもそれほど進んでいるとはいえない（2013 年現在、小地主 25724 人、大佃
農 1578 人、承租＝賃借地 11268ha でそのうち連続休耕農地租賃面積 9854ha、一般農












































































*8　林英彦『認識地價』中国地政研究所、2012 年、155 ～ 165 頁。尚、本稿は林英彦氏（中
国地政研究所所長・政治大学地政系名誉教授）の配慮による資料収集および議論を前
提にしている。
*9  小作（佃）地の地租率は平均で 50％であった。そこで前述した大陸で「二五減租」
で 25％が地租上限としていたために、そのことを勘案して計算すると 37.5％となる。
すなわち、本来生産量の 50％が物納であったが、それを 25％削減し（大陸での「二五









*11  詳細は拙稿「『耕者有其田』の変貌過程と現在」（『南島文化』第 34 号、2012 年）、


















*13　前掲の拙稿「耕者有其田の実施過程と現在」110 ～ 112 頁参照のこと。
*14　一般に「九大措施」と言われ、平均地権条例 11 条、同 63 条、76・77 条、農地重







与地』206 期、2001 年、顔愛静・張志銘「現段階台湾農地管理問題之検討 ( 一 )( 二
38 『南島文化』第 37号
)( 三 )」『現代地政』257 期、258 期、259 期『人与地』226 期，227 期、228 期 ( 合
















































































































産 は「 生 産 販












新 た に 追 加。　　　　　　　　　　　　
「 農 産 」 は「 農
産品」に修正。　　　　　　　　　
農民は自然人を
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（無） （無） （無） （無）
政府は各地区の農
業の特色、景観資
源、生態、文化資
産に基づき、レジ
ャー農業を企画発
展させ、レジャー
農業指導弁法を制
定しなければなら
ない。（§ 57）
文字修正のほか、
政府はレジャー農
業の設置を指導管
理し、許可及び遵
奉事項の管理弁法
を制定設置しなけ
ればならない。（§
58）許可無く無
断でレジャー農業
を設置し経営した
場合、または審査
許可後に用途を自
己変更または経営
計画を変更した場
合、期限を切って
改正、罰金などの
措置をとり、それ
ぞれに応じて処罰
する、を追加。（§
65，66）
（同左、条順をそ
れぞれ変更§ 63，
70，71）
出典：張志銘「従農業発展条例之研修看農地政策的転変」『人与地』206 期、2001 年、但し一部加工・省略している。
但し、この表の翻訳部分は三木美穂子氏と加藤との共同であるため、プロパーの中国語翻訳でないので今後十分検討して更新しなければならない。
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